
 四日市市会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月１９日 

四日市市長  森  智 広     

 

四日市市規則第２０号 

四日市市会計規則の一部を改正する規則 

四日市市会計規則（昭和３９年四日市市規則第２５号）の一部を次のように改正す

る。 

 

改正後 改正前 

目次 目次 

第１章 （略） 第１章 （略） 

第２章 金銭会計 第２章 金銭会計 

第１節から第５節まで（略） 第１節から第５節まで（略） 

第６節 歳入歳出外現金及び有価証

券（第１０３条―第１０７条） 

第６節 削除 

第７節 公金事務の委託（第１０８条

―第１１１条） 

第７節 歳入歳出外現金及び有価証

券（第１０７条―第１１１条） 

第３章及び第４章 （略） 第３章及び第４章 （略） 

附則 附則 

  

（指定納付受託者） （指定納付受託者による納付） 

第２２条の３ 法第２３１条の２の３第

１項の規定による指定を受けようとす

る者は、地方自治法施行規則（昭和２２

年内務省令第２９号。以下「省令」とい

う。）第１２条の２の１２第１項の申出

書に、その名称及び住所又は事務所の所

在地のほか、行おうとする納付事務に係

る歳入等（法第２３１条の２の２に規定

する歳入等をいう。第７節において同

第２２条の３ 主管の長は、法第２３１

条の２第１項に規定する指定納付受託

者（以下「指定納付受託者」という。）

を指定しようとするときは、指定納付受

託者から四日市市に対する納付に関す

る事項について、あらかじめ、会計管理

者と協議しなければならない。協議の内

容に変更が生じるときも、同様とする。 



じ。）を記載するとともに、令第１５８

条第１号及び第２号に掲げる要件のい

ずれにも該当することを証する書類又

は電磁的記録を添えなければならない。 

２ 法第２３１条の２の３第３項の規定

によりその名称、住所又は事務所の所在

地を変更しようとする指定納付受託者

（同条第１項に規定する指定納付受託

者をいう。）は、変更しようとする日の

２週間前までに、その旨を記載した届出

書を市長に提出しなければならない。 

 

  

 （歳入の徴収又は収納の委託） 

第２６条の３ 主管の長は、令第１５８

条又は令第１５８条の２の規定により

歳入の徴収又は収納の事務を私人に委

託したとき若しくは委託を解除したと

きは、その旨を会計管理者に通知しなけ

ればならない。 

２ 令第１５８条の２第１項の規則で定

める基準は、次のとおりとする。 

(1) 公金、公共料金等の収納の事務の委

託を受けた実績を有すること。 

(2) 経営基盤が安定しており、財務内容

が健全であること。 

(3) 収納した公金を安全かつ確実に金

融機関に払い込むことができること。 

(4) 収納した公金に関する情報を正確

に記録し、適正に管理することができ

ること。 

(5) 納入義務者の個人情報の保護に関

し、十分な管理体制を有すること。 



３ 歳入の徴収又は収納の事務の委託を

受けた者は、納入義務者に対し、領収書

又はこれに代わるものを交付しなけれ

ばならない。 

４ 収納した現金等は、速やかに納入通

知書等及び収納の内容を記載した計算

書を添えて、金融機関に払い込まなけれ

ばならない。 

  

 （繰越整理）  （繰越整理） 

第５１条 令第１６５条の５第１項に規

定する資金は、歳出未済繰越金に繰り越

し整理するものとする。 

第５１条 令第１６５条の６第１項に規

定する資金は、歳出未済繰越金に繰り越

し整理するものとする。 

  

（前金払） （前金払） 

第７４条 令第１６３条第８号の規定に

基づき、前金払をすることができる経費

は、次の各号に掲げるものとする。 

第７４条 令第１６３条第８号の規定に

基づき、前金払をすることができる経費

は、次の各号に掲げるものとする。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

(5) 公共工事の前払金保証事業に関す

る法律（昭和２７年法律第１８４号）

第４条の規定により登録を受けた保

証事業会社の保証に係る工事に要す

る経費の１０分の４以内（省令附則第

３条第２項の規定による前金払の場

合は１０分の２以内）の金額又は工事

の設計、調査若しくは測量に要する経

費の１０分の３以内の金額 

(5) 公共工事の前払金保証事業に関す

る法律（昭和２７年法律第１８４号）

第４条の規定により登録を受けた保

証事業会社の保証に係る工事に要す

る経費の１０分の４以内（地方自治法

施行規則（昭和２２年内務省令第２９

号）附則第３条第３項の規定による前

金払の場合は１０分の２以内）の金額

又は工事の設計、調査若しくは測量に

要する経費の１０分の３以内の金額 

(6)及び(7) （略） (6)及び(7) （略） 

  

 （支出事務の委託） 



第７９条 削除 第７９条 主管の長は、令第１６５条の

３第１項の規定により私人に支出の事

務を委託したときは、その旨を会計管理

者に通知しなければならない。 

  

（出納及び保管） （出納及び保管） 

第８７条 （略） 第８７条 （略） 

２ 前条第２項の規定により準用する第

２６条の２第２項ただし書の規定によ

り一時保管する歳入金は、預金又は堅固

な金庫に格納する等確実な方法をもっ

て保管しなければならない。ただし、預

金したときは、直ちに預入先金融機関を

会計管理者に報告するものとし、預金利

子は、利子が発生した都度速やかに市の

歳入に収入の手続をしなければならな

い。 

２ 前条第２項ただし書の規定により一

時保管する歳入金は、預金又は堅固な金

庫に格納する等確実な方法をもって保

管しなければならない。ただし、預金し

たときは、直ちに預入先金融機関を会計

管理者に報告するものとし、預金利子

は、利子が発生した都度速やかに市の歳

入に収入の手続をしなければならない。 

  

 第６節 削除 

第１０３条から第１０６条まで 削除 

  

第６節 歳入歳出外現金及び有

価証券 

第７節 歳入歳出外現金及び有

価証券 

（歳入歳出外現金の整理区分） （歳入歳出外現金の整理区分） 

第１０３条 （略） 第１０７条 （略） 

  

（歳入歳出外現金の受払） （歳入歳出外現金の受払） 

第１０４条 （略） 第１０８条 （略） 

  

（保管有価証券の整理） （保管有価証券の整理） 

第１０５条 第１０３条第１２号に掲げ

る保証金及び第１３号に掲げる担保金

第１０９条 第１０７条第１２号に掲げ

る保証金及び第１３号に掲げる担保金



並びに第１６号に掲げる法律又は政令

により定められたもののうち、有価証券

（以下「保管有価証券」という。）につ

いては、別に有価証券整理簿により整理

しなければならない。 

並びに第１５号に掲げる法律又は政令

により定められたもののうち、有価証券

（以下「保管有価証券」という。）につ

いては、別に有価証券整理簿により整理

しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（保管有価証券の受払） （保管有価証券の受払） 

第１０６条 （略） 第１１０条 （略） 

  

（保管有価証券の保管） （保管有価証券の保管） 

第１０７条 （略） 第１１１条 （略） 

  

第７節 公金事務の委託 

（指定公金事務取扱者） 

第１０８条 法第２４３条の２第１項の

規定による指定を受けようとする者は、

省令第１２条の２の１２第３項の規定

において準用する同条第１項の申出書

に、その名称及び住所又は事務の所在地

のほか、委託を受けようとする公金事務

に係る歳入等又は歳出を記載するとと

もに、令第１７３条第１項第１号及び第

２号に掲げる要件のいずれにも該当す

ることを証する書類又は電磁的記録を

添えなければならない。 

２ 法第２４３条の２第３項の規定によ

りその名称及び住所又は事務所の所在

地を変更しようとする指定公金事務取

扱者（同条第２項に規定する指定公金事

務取扱者をいう。以下この条及び第１１

１条において同じ。）は、変更しようと

 

 

 



する日の２週間前までに、その旨を記載

した届出書を市長に提出しなければな

らない。 

３ 法第２４３条の２第５項の規定によ

り市長の承認を受けようとする指定公

金事務取扱者は、その名称及び住所又は

事務所の所在地のほか次に掲げる事項

を記載した申出書に、公金事務の一部の

委託をしようとする者が令第１７３条

第１項第１号及び第２号に掲げる要件

のいずれにも該当することを証する書

類又は電磁的記録を添えて、市長に提出

しなければならない。 

(1) 公金事務の一部の委託をしようと

する者の名称及び住所又はその事務

所の所在地 

(2) 委託をしようとする公金事務の一

部の内容 

４ 法第２４３条の２第６項（同条第７

項の規定により適用する場合を含む。）

の規定により市長の承認を受けようと

する指定公金事務取扱者は、その名称及

び住所又は事務所の所在地のほか次に

掲げる事項を記載した申出書に、公金事

務の一部の再委託をしようとする者が

令第１７３条第１項第１号及び第２号

に掲げる要件のいずれにも該当するこ

とを証する書類又は電磁的記録を添え

て、市長に提出しなければならない。 

(1) 公金事務の一部の再委託をしよう

とする者の名称及び住所又はその事

務所の所在地 



(2) 再委託をしようとする公金事務の

一部の内容 

 

（公金の収納の委託） 

第１０９条 法第２４３条の２の５第１

項の規定により市長が定めるその収納

に関する事務を委託することができる

歳入等は、次のとおりとする。 

(1) 令第１７３条の２第１項に規定す

る歳入又は法律（法を除く。）若しく

はこれに基づく政令の特別の定めに

より、その徴収に関する事務を委託す

ることができるものと定められてい

る歳入 

(2) 地方税（当該地方税に係る地方税法

第１条第１項第１４号に規定する督

促手数料、延滞金、過少申告加算金、

不申告加算金、重加算金及び滞納処分

費を含む。） 

(3) 分担金 

(4) 負担金 

(5) 不動産売払代金 

(6) 過料 

(7) 損害賠償金（第９号に掲げる遅延損

害金を除く。） 

(8) 不当利得による返還金 

(9) 第３号、第４号及び第６号に掲げる

歳入に係る延滞金並びに第４号、第５

号及び前２号に掲げる歳入に係る遅

延損害金 

(10) 児童福祉法（昭和２２年法律第１

６４号）第５６条第２項の規定による



徴収金 

(11) 生活保護法第６３条の規定により

返還しなければならないものとして

保護の実施機関の定める額又は同法

第７７条第１項若しくは第７８条第

１項から第３項までの規定により市

長が徴収することとした額（同法第７

７条第１項にあっては、同条第２項の

規定により家庭裁判所が定める額を

含む。） 

(12) 生活保護法第７０条第１号イに規

定する保護費を支弁した市長が、保護

の変更、廃止又は停止に伴い、その費

用の額の全部又は一部を返還させる

こととしたときの、その返還させる額 

(13) 生活保護法第７３条第３号の就労

自立給付金費又は同号の進学準備給

付金費を支弁した市長が、就労自立給

付金又は進学準備給付金の支給の決

定後に判明した事実又は生じた事情

に基づき、その費用の額の全部又は一

部を返還させることとしたときの、そ

の返還させる額 

(14) 介護保険法（平成９年法律第１２

３号）第１３１条の普通徴収の方法に

よって徴収する同法第１２９条第１

項の保険料 

(15) 地域再生法（平成１７年法律第２

４号）第１７条の８第１項の負担金及

び同条第４項の延滞金 

(16) 子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）附則第６条第４項の



規定により徴収する費用 

(17) 公の施設の使用に伴う諸実費徴収

金（第４号に掲げる負担金を除く。） 

(18) 本市が実施する講座の受講に係る

教材費その他の本市の事業の実施に

伴う諸実費徴収金（第４号に掲げる負

担金を除く。） 

(19) 市営住宅の敷金 

(20) 前各号に掲げるもののほか、法第

２４３条の２の５第１項各号のいず

れにも該当するものとして市長が認

める歳入等 

２ 法第２４３条の２の５第２項の指定

公金事務取扱者は、その性質上納入の通

知（同法第２３１条に規定する納入の通

知をいう。）を必要としない歳入等にあ

っては、納付書に基づかなければ、歳入

等の収納をすることができない。 

 

（指定公金事務取扱者による公金の払

込み等） 

第１１０条 令第１７３条の２第２項の

指定公金事務取扱者（次項において「徴

収収納事務受託者」という。）は、歳入

を徴収し、又は歳入等を収納したとき

は、納入義務者に対し、領収書又はこれ

に代わるものを交付しなければならな

い。 

２ 徴収収納事務受託者は、その徴収し

た歳入又はその収納した歳入等を、その

内容を示す計算書及び納入通知書又は

納付書を添えて、会計管理者又は金融機



関に払い込まなければならない。 

 

（公金の支出の委託） 

第１１１条 法第２４３条の２第１項の

規定により歳出の支出に関する事務の

委託を受けた指定公金事務取扱者は、同

法第２４３条の２の６第３項の規定に

より、その支出の結果を会計管理者に報

告する場合には、その内容を示す精算書

を作成し、これに領収証書その他の証拠

書類を添えて、支払終了後５日以内に会

計管理者に提出しなければならない。 

  

（職員の賠償責任） （職員の賠償責任） 

第１６３条の２ 法第２４３条の２の７

第１項後段の規定により指定する職員

は、次に掲げる者とする。 

第１６３条の２ 地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４３条の２第１項

後段の規定により指定する職員は、次に

掲げる者とする。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

 

改正後 

別表第１（第４条の３及び第４条の５関係）  

 

委任等を受ける事

務の範囲 

出納員 現 金 取

扱員 

物品取扱員 審査補助員  

 （略） 

 

 

 

設置箇所 
出納員になる

べき者 

現 金 取

扱 員 に

な る べ

き者 

物 品 取 扱 員

と な る べ き

者 

審 査 補 助 員 と

なるべき者 

 

 （略）  



 市民窓口サービス

センター 

市民課長 所 属 の

長 が 指

名 し た

庶 務 担

当 の 係

長 相 当

職 以 上

の職員 

   

 マイナンバーカー

ドサービスセンタ

ー 

    

 楠ふれあいセンタ

ー 

市民生活課長    

 楠交流会館 市民生活課長    

 なや学習センター 市民協働安全

課長 

    

 市民活動センター 市民協働安全

課長 

    

 市政情報センター 総務課長     

 市民・消費生活相

談室 

市民協働安全

課長 

室長    

 （略）  

 

 

改正前 

別表第１（第４条の３及び第４条の５関係）  

 

委任等を受ける事

務の範囲 

出納員 現 金 取

扱員 

物品取扱員 審査補助員  

 （略） 

 

 

 

設置箇所 
出納員になる

べき者 

現 金 取

扱 員 に

な る べ

き者 

物 品 取 扱 員

と な る べ き

者 

審 査 補 助 員 と

なるべき者 

 

 （略）  

 市民窓口サービス

センター 

市民課長 所 属 の

長 が 指

   



 マイナンバーカー

ドサービスセンタ

ー 

 名 し た

庶 務 担

当 の 係

長 相 当

職 以 上

の職員 

   

 楠交流会館 市民生活課長    

 市政情報センター 総務課長    

 市民・消費生活相

談室 

市民生活課長 室長    

 （略）  

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。  

 （経過措置） 

２ 地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号。以下この項において

「改正法」という。）附則第２条第３項及び地方自治法施行令等の一部を改正する

政令（令和６年政令第１２号。以下この項において「改正令」という。）附則第２

条の規定により改正法及び改正令の施行の日の前日において改正法による改正前の

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）及び改正令による改正前の地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）の規定により現に公金の徴収若しくは収納又は支出

に関する事務（以下この項において「従前の公金事務」という。）を行わせている

者に当該従前の公金事務を行わせる場合には、この規則による改正後の四日市市会

計規則第１０８条から第１１１条までの規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ この規則による改正後の四日市市会計規則第２２条の３の規定は、この規則の施

行の日（以下この項において「施行日」という。）以後に地方自治法第２３１条の

２の３第１項の規定による指定を受けようとして、地方自治法施行規則等の一部を

改正する省令（令和６年総務省令第２号。以下この項において「改正省令」という。）

第１条の規定による改正後の地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）

第１２条の２の１２第１項に規定する申出書を市長に提出した者について適用し、

施行日前に改正省令第１条の規定による改正前の地方自治法施行規則第１２条の２

の５第１項に規定する申出書を市長に提出した者については、なお従前の例による。 



 

（会計管理課） 


